
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

助産施設への入所措置 ０名 助産施設への入所措置 助産施設への入所措置 助産施設への入所措置

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

―

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

ソフト・ハード区分

２ 対　　象
　①経済的理由により入院助産を受けることのできない妊産婦
　②配偶者のない女子またはこれに準ずる事情のある女子であるその者が監護すべき児童

３ 目的と内容
　①　経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦に対し、指定助産施設での入院助産を援助する。
　②　支援の必要な配偶者のない女子等とその者が監護すべき児童を母子生活支援施設に入所させ保護すると
ともに、自立を促進させる。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

 助産施設において助産の実施
　　Ｈ１６－１名　　Ｈ１７－２名　　Ｈ１８－１名　　Ｈ１９－２名　　Ｈ２０－４名  　Ｈ２１－２名　　Ｈ２２－０名

 母子生活支援施設の入所保護（広域依頼）
　　Ｈ１６－１名　　Ｈ１７－０名　　Ｈ１８－０名　　Ｈ１９－０名　　Ｈ２０－０名　　Ｈ２１－０名　　Ｈ２２－０名

2
3
年
度

　　助産施設において助産の実施
　　母子生活支援施設の入所保護（広域依頼）
　　助産施設利用者３名　280千円×3名＝840千円

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分 補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 児童福祉法第22条、第23条

事務事業開始年度 昭和２３年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画　後期行動計画〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

46 事務事業名 児童福祉施設入所措置事業 担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話 内線666

―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続

○出産育児一時金制度が充実してきているが、生活保護受給者への対応や経済的困
窮者の生活が脆弱であることから、助産制度を継続する。
○離婚や配偶者からの暴力などにより生活が困難となり、児童福祉が十分でない母子
の保護と自立支援のため、母子生活支援施設入所措置事業を継続する。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3 　所得に応じて受益者負担が決められており、適正である。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

①平成22年度は実績がなかったが、入院助産制度は生活困
窮者に限定している制度で、助産希望利用者からの相談を受
け、利用要件を充分に審査し認定しており有効である。。
②17～22年度実績無し。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
①入院助産については生活困窮者に限定した制度で、これま
で安全な出産の効果が得られている。平成22年度実績無し。
②17～22年度実績無し。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

①出産費貸付制度に加え、出産育児一時金制度で直接払が
可能となり制度は充実してきたが、景気の低迷・離婚などによ
る生活困窮者や生活保護受給者は、生活が脆弱なため、助
産制度は必要である。
②離婚やＤＶ（配偶者からの暴力）などの理由により生活が困
難となり、児童の福祉が十分でない母子を対象に、自立促進
のために生活を支援する事業で、児童福祉の向上に必要であ

実績値

目標値

100.0 100.0

【入所数/入所申請数】 実績値 －

目標値
％

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

安全な出産の達成率 目標値
％

－ 100.0

施設入所率 － 100.0

③申請母子世帯数（母子施設） 目標値 3 3

100.0 100.0

【出産児数/出産予定児数】 実績値 －

3

実績値 0

3

0

3

3目標値 3 3 3

3 3

実績値

実績値 0

総事業費①＋④ 270 1,110 1,110 1,110

②出生した乳幼児数（助産）

平成２５年度

①援助した妊産婦数（助産）

 ④ ＝②×③ 270 270 270 270

3

平成２４年度

目標値

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

0.03 0.03 0.03

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

② 人　数（年間） 0.03

一般財源 0 194 194 194

 ① 合　計 0 840 840 840

その他特財 0 72 72 72

地方債

0 191 191 191

国支出金 0 383 383

決算額、当初予算額又は推進計画額 0 840 840 840

383

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

道支出金

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（単位：千円）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

活
動
指
標

④ 目標値

実績値



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分

平成25年度

受入先市町村又は私立認
可保育園運営法人に対し
保育に係る経費を納入
対象児童　３名見込み

受入先市町村又は私立認
可保育園運営法人に対し
保育に係る経費を納入
対象児童　２名実績

受入先市町村又は私立
認
可保育園運営法人に対
し
保育に係る経費を納入

受入先市町村又は私立
認
可保育園運営法人に対
し
保育に係る経費を納入

受入先市町村又は私立
認
可保育園運営法人に対
し
保育に係る経費を納入

2
3
年
度

計画 実績 ＊計画 ＊計画

平成22年度 平成23年度 平成24年度

子育て支援の充実

＊計画

ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　保護者の勤務地などから、他市町村の保育所に入所を必要とする要保育児童

３ 目的と内容
　保護者が勤務先などの理由により他市町村での保育所を利用する必要がある場合、保育所所在市町村と協定
及び覚書を締結し、他市町村の保育所で保育を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　市外の保育所への入所申請に基づき、保育所所在市町村と協議し入所決定

会計区分 一般 補助単独区分

　　　　同上

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節）

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画後期行動計画〃  終了予定年度

補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト事業

保健福祉部
児童家庭課

電話 内線801

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 児童福祉法第56条の6第1項、第24条第1項、北広島市広域入所実施要綱

事務事業開始年度 平成１１年

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

47 事務事業名 広域入所児童委託事業 担当部署

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状維持 　遠方へ通勤する保護者ニーズに対応するため不可欠である。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□

現状では最も効率的手法と考える。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3 市の保育料徴収基準額により負担しており適切と考える。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

対象者は多くはないが、様々な保護者の事情に対応する制度
であり、妥当なものと判断する。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
遠方へ通勤する保護者負担の軽減に寄与しており、有効であ
る。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

目標値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

実績値

実績値

目標値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

目標値
％

100

③ 目標値

実績値

④

100 100

広域入所希望者の入所率 実績値 100

3 3

実績値 2

3

② 目標値

 ④ ＝②×③ 270 270 270 270

平成２３年度

総事業費①＋④ 1,270 2,257 2,257

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度

2,257

平成２５年度平成２４年度

0.03

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

② 人　数（年間） 0.03

一般財源 791 1,435 1,435

0.03 0.03

地方債

1,435

 ① 合　計 1,000 1,987 1,987 1,987

道支出金

その他特財 209 552 552 552

人　件　費

決算額、当初予算額又は推進計画額 1,000 1,987 1,987

国支出金

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

1,987

平成２５年度

（単位：千円）

活
動
指
標

目標値
人

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

実績値

目標値

①委託児童数

実績値



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状維持
　大曲地区に新たな認可保育園が開設されたことから、あおぞら保育園の児童数が大
幅に減っているが、地域内での役割は維持している。

２ 次 評 価

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

48 事務事業名 認可外保育園運営費支援事業 担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話 内線801

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
北広島市認可外保育所制度実施要綱　北広島市社会福祉施設運営費補助
要綱

事務事業開始年度 昭和５３年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画後期行動計画〃  終了予定年度

単独

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　児童福祉法に基づく設置認可を受けていない保育園　（認可外保育園）

３ 目的と内容 　認可外保育園の経営の安定を図るため、運営費を補助する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　対象認可外保育園　　輪厚保育園運営委員会及びＮＰＯ法人子どもの家あおぞら保育園
　施設の運営、保育の確保維持のため、施設定員に基づき補助、牛乳支給代等に対する補助。
　　【Ｈ２２入所児童数】※当初
　　　　輪厚保育園　　　　　　８名　　　　　　　　　あおぞら保育園　　　１９名

2
3
年
度

　対象認可外保育園　　輪厚保育園運営委員会及びＮＰＯ法人子どもの家あおぞら保育園
　施設の運営、保育の確保維持のため、施設定員に基づき補助、牛乳支給代等に対する補助。
　　　【Ｈ２３入所児童数】※当初
　　　　　輪厚保育園　　　　　　　１０名　　　　　　　　　　　　　　　　　あおぞら保育園　　　 　　６名

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

対象施設・補助金額
あおぞら保育園
５，６０６千円
輪厚保育園
３，９１３千円

対象施設・補助金額
あおぞら保育園
６，１２１千円
輪厚保育園
３，９１２千円

対象施設・補助金額
あおぞら保育園
5,910千円
輪厚保育園
3,905千円

あおぞら保育園・輪厚保
育園に運営委費を補助

あおぞら保育園・輪厚保
育園に運営委費を補助

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

―



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

実績値

目標値

実績値

③ 目標値

人
①毎月初日延べ児童数 見込み

実績値

②

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（単位：千円）

9,815

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

決算額、当初予算額又は推進計画額 10,033 9,815 9,815

40道支出金 80 40 40

国支出金

その他特財

地方債

9,775

 ① 合　計 10,033 9,815 9,815 9,815

一般財源 9,953 9,775 9,775

0.10

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

② 人　数（年間） 0.10

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度

0.10 0.15

1,350

総事業費①＋④

 ④ ＝②×③ 900 900

10,933 10,715

192

352

900

平成２３年度

11,165 10,715

平成２５年度

目標値

平成２４年度

240 240

50.0% 50.0%

初日児童数平均/定員 実績値 73.3%

実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点

実績値

活
動
指
標

④

平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

入所率 見込み
％

40.0%

目標値

目標値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
保育需要の多い地区、保育施設のない地区で認可外保育を
行う団体への助成であり、現時点における評価については概
ね妥当である。

実績値

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
認可外保育園の歳入に占める市補助金の割合は大きく、非常
に効果的である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
認可保育施設を整備・助成することと比べれば、最小限の経
費でそれなりの効果をあげている。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

2
認可保育園との隔たりがある部分（保護者負担や保育内容）
については、市の保育行政として改善を検討する余地があ
る。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

民間等での実施または市民等との協働が可能である。



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠
保育基本分、牛乳支給代、除雪作業賃金、職員健康診断、園児減少運営費（Ｈ23
年度）等に対して補助

47

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ａ）÷（Ｄ） 48

13,053

繰 越 金

（Ａ）÷（Ｃ）

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ）

7548

75

人件費・事業費・
管理費

0 0 0

12,857 8,065

5,800

13,221

885

179

1,380

13,221

人件費

支　　出

支　出　合　計 （Ｃ）

9,826

2,094

9,095

1,741

565

管理費 1,489

収　　入

その他

保育料

本市補助･交付金の額（Ａ）

事業費

120

予備費

寄付金

168

1,486

0

8,065

２３年度 (予算)

■補助団体にある

区　　　　分

180 168

5,813

２２年度 (決算)

 交付先団体等の
 活動目的

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時～午後8時）
・一時保育（利用期間月～金　保育時間午前9時～午後5時）
・子育て支援【あおぞらクラブ】：育児相談、子育ての情報交換　他

事務局の状況
（22年度）

□市役所にある

21世紀を支える子どもたちがゆとりを持って、伸びやかな成長ができるよう、保育事業、遊びの場の提供・
情報交換・育児の仲間作りなどの子育て支援事業を行い、地域の方々と支えあいながら、地域ぐるみで子育
ての場となるよう活動をすすめ、子どもの健全育成に寄与することを目的とする。

6,121 5,910

12,857

繰越金

114

120

収　入　合　計 （Ｂ）

6,245

補助金等の充当
状況（22年度）

２１年度 (決算)

【交付先団体等の決算･予算の状況】

■運営費・事業費の双方に充当□運営費のみに充当 □事業費のみに充当

（単位：千円）

121

1,867

725

6,074

交付先の名称
及び代表者名

【交付先団体等の概要】

認可外保育園運営費補助金

＜継続用＞整理番号

補助金･交付金名

48-1

設立年

付　　　　　表

 構成員(団体)数 職員　６人 （23年4月現在）

別紙 ２

ＮＰＯ法人　子どもの家　あおぞら保育園　理事長　矢野　等 昭和４７年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書



％ ％ ％

％ ％ ％

付　　　　　表

整理番号

別紙 ２

昭和４７年設立年

38

730 813

■補助団体にある

 構成員(団体)数 職員　４人 （23年4月現在）

＜継続用＞

 交付先団体等の
 活動内容

くりの木幼稚舎　輪厚保育園　運営委員長　竹田保夫

□市役所にある

認可外保育園運営費補助金

交付先の名称
及び代表者名

【交付先団体等の概要】

3,912

収　　入

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

48-2

補助金･交付金名

２３年度 (予算)２２年度 (決算)

□運営費のみに充当

区　　　　分

698

3,9053,843

保育料 834583

その他

繰越金 98

 交付先団体等の
 活動目的

運営委員会が設置主体となり、父母会が運営主体となって運営している。

補助金等の充当
状況（22年度）

地域との交流や世代間交流の実施

□事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

本市補助･交付金の額（Ａ）

945

5,781

97

513

4,049

685

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

２１年度 (決算)

760 880

8

694

4,1994,152

管理費 362

予備費

人件費・事業費・
管理費

5,425

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 98 96 0

68

5,773

5,781

支　　出

人件費

0

人件費・事業費・
管理費

68

繰 越 金

75 72

0

5,425

7275

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

5,096

（Ａ）÷（Ｃ）

事業費

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ｄ）

（Ａ）÷（Ｄ）

支　出　合　計 （Ｃ）

補助・交付金の算出根拠
保育基本分、牛乳支給代、除雪作業賃金、職員健康診断、園児減少運営費に対し
て補助

人件費・事業費・
管理費

5,096



別紙 ３ 北広島市

(第

(第

(施策 ）

 【 費用の予定額 】

■自治事務

□法定受託事
務

北広島市認可外保育所制度実施要綱
昭和５３年

交付終了予定年度

交付開始年度 根拠法
令等

48 認可外保育園運営費補助金
作成
部署

電
話

補助金
等名

保健福祉部
児童家庭課

平成２３年度補助金等評価調書（現行補助金用）
平成23年5月20日現在

上位施策との関
連
（総合計画での
  位置付け）

章

節

施策

1 章）

3 節）

内線801

(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 4

（単位：千円）

交付金額

80

計画事
業番号

事務
区分

補助金等の概要

　児童福祉法第３５条第３項の規定による設置認可を受けていない認可外保育園の運営費を補助
し、地域の要保育児童を良好な環境で安全に保育し健全育成を図る。
　輪厚保育園、あおぞら保育園を補助対象とする。
　平成２３年度初日入所者　輪厚保育園１０名、あおぞら保育園６名

24年度以降予定額

1

安全で安心できるまち

児童福祉

子育て支援の充実

40

国支出金
道支出金
地方債

40

6,4609,953 9,735

新たな認可保育園（大谷むつみ）が大曲地区に誕生
したことにより、あおぞら保育園の需要が激減してい
る。しかし認可保育園を補完する役割に変化はな
い。

公
益
性

必
要
性

×３＝

効
果
性

年度

各地区の地元意識の高揚や地域に根ざした保育の
実現に寄与している。

16,500

評　　　価

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業
か

□有　　　　■無

16,460

合　計

その他特財
一般財源

10,033 9,815

平成２５年度以降

選択理由、説明等チェック項目

6,500

平成２４
23年度予算額22年度決算額区　　　　　　　分

80

　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

採点区分

保育活動の継続により、施設の認知度は高い。

4

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点し、
団体等に対する補助金等は全項目について採点する。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいていること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であること
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれて
いること

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に供す
ることのないもの

点27採点合計

事業活動の内容や補助目的については整合性があ
る。資金面や組織体制（事務処理等）に脆弱な面が
あり、市の監督・助言が必要な状況である。

採点

適
格
性

3

9

4

3

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるもの
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積極
的に奨励しようとするもの

(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・活動
である

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致している 3



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

観劇観賞の実施
動物園遠足の実施
その他施設訪問、園行
事
招待等

観劇観賞の実施
動物園遠足の実施
その他施設訪問、園行
事
招待等

１ 次 評 価 現状継続
　.国の特別保育事業のメニューにある事業で、参加者の評価も高いことから現状継続と
する。

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

（すずらん保育園）
世代間交流～老人保健施
設訪問ほか
（すみれ・稲穂保育園）
異年齢児交流～動物園バ
ス遠足ほか

（すずらん保育園）
世代間交流～老人保健施
設訪問ほか
（すみれ・稲穂保育園）
異年齢児交流～動物園バ
ス遠足ほか

（すずらん保育園）
世代間交流～老人保健
施設訪問ほか
（公立３園）～異年齢児
交流～動物園バス遠足
ほか

平成22年度 平成23年度 平成24年度

＊計画計画 実績 ＊計画 ＊計画

平成25年度

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3

２ 対　　象 　保育所を取り巻く地域住民と保育園児及び地域の児童

節） 子育て支援の充実

子育て環境の充実

３ 目的と内容
　保育所の持つ専門機能を地域に活用するため、老人福祉施設への訪問や保育所入所児童と地域の児童との共
同事業を実施するなど需要に応じた幅広い活動を行う。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　世代間交流事業～老人福祉施設への訪問・地域老人クラブのお年寄りをバス遠足・運動会・生活発表会へ招待
し、劇や季節行事、手作り玩具、伝承遊び等を通し世代間のふれあい活動を行う。
　異年齢児交流事業～保育所入所児童と地域の児童とが地域的行事や遠足、観劇等を共にすることで、異年齢
児との交流を行う。

2
3
年
度

　世代間交流事業～(すずらん保育園）老人福祉施設への訪問ほか。世代間のふれあい活動を行う。
　異年齢児交流事業～（公立３園）円山動物園バス遠足、観劇観賞等を共にすることで、異年齢児との交流を行
う。

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画後期行動計画〃  終了予定年度

新規継続区分 継続ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分ソフト・ハード区分

計画事
業番号

50 事務事業名 保育園地域活動事業

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
特別保育事業の実施について（Ｈ12.3.29児発第247号厚生省児童家庭局通
知）

事務事業開始年度 昭和６２年

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話 内線801

補助

1

前 年 度
２次評価

― ―

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

保育所の機能を地域に活用するもので受益者負担にはなじま
ず、市内全域で実施し、特定の個人や団体に偏ってはいな
い。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

■　法律の義務付けなし

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

―

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

.国の特別保育事業のメニューにある事業で、参加者からも高
い評価を受けている。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

2
実施時期や内容等において他団体と調整が必要であり、必ず
しも当初目標どおりにいかない面があるが、通常保育と平行し
て実施しているため止むを得ない状況にある。

効
率
性

3

通常の業務の中で実施しており、国の補助を受けた事業でも
あり、必要最小限の費用で実施されている。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

目標値

チ ェ ッ ク 項 目 評点

【指標の定義（算式等）】 実績値

平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

事業参加者延べ人数 目標値
人

160 160 160

③稲穂保育園実施回数 目標値
回

実績値 3

３園合計人数 実績値 170

44 4

444②すずらん保育園実施回数 目標値
回

実績値 3

 ④ ＝②×③ 3,600 3,600

①すみれ保育園実施回数 目標値
回

4,118

実績値 4

総事業費①＋④ 4,072

4 4

4,118 4,118

平成２５年度平成２４年度

4

3,600 3,600

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

0.40 0.40 0.40

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

② 人　数（年間） 0.40

261

 ① 合　計 472 518 518 518

一般財源 236 261 261

その他特財

地方債

国支出金 236 257 257

道支出金

257

平成２５年度

決算額、当初予算額又は推進計画額 472 518 518 518

平成２２年度 平成２３年度

実績値

活
動
指
標

④ 目標値

（単位：千円）

平成２４年度



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

51 事務事業名 子育て支援ネットワーク事業 担当部署
保健福祉部　　地域
子育て支援センター

電話 内線500

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等

事務事業開始年度 平成１８年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画〃  終了予定年度

補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　子育てサークル・子育て支援サークル

３ 目的と内容
  市内の子育てサークルと子育て支援サークルをネットワーク化し、地域の子育て支援を支えていく基盤づくりを
図るため、ホームページの子育て情報発信や子育てサークルの交流会を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　ホームページを利用した子育て情報を随時発信
　
　子育てサークルの交流会をファミリーサポートセンターと協力して実施

2
3
年
度

　ホームページを利用した子育て情報を随時発信

　子育てサークルの交流会をファミリーサポートセンターと協力して実施

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

ホームページを利用した
子育て情報を随時発信
子育てサークルの交流
会を実施

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

ホームページを利用した子
育て情報を随時発信
子育てサークルの交流会
を実施

ﾌｧﾐﾘｰサポートセンターと
子育てサークルとの合同
交流会を実施
　　　　　　　　　44人の参加

ホームページを利用した
子育て情報を随時発信
子育てサークルの交流
会を実施

ホームページを利用した
子育て情報を随時発信
子育てサークルの交流
会を実施

―
前 年 度
２次評価

１ 次 評 価 現状継続
　ホームページによる情報発信をしながら、引き続き子育てサークル支援のネットワーク
化を図り、地域の子育て支援を支えていく基盤づくりを図っていく。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

決算額、当初予算額又は推進計画額 79 79 79 79

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

32

道支出金

国支出金 32 32 32

その他特財

地方債

47

 ① 合　計 79 79 79 79

一般財源 47 47 47

90 90

0.01 0.01 0.01

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度

90 90

交流会開催 目標値

平成２３年度

169

直接事業費

人　件　費

② 人　数（年間） 0.01

 ④ ＝②×③

事
　
　
業
　
　
額

活
動
指
標

実績値 1

総事業費①＋④ 169 169 169

平成２５年度

2

② 目標値

2
回

平成２４年度

実績値

2 2

21 2

実績値

④

2 2

【指標の定義（算式等）】 実績値 1

2

交流会参加者数(一般) 90

③ 目標値

実績値

目標値
人

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

交流会参加者数(サークル) 目標値 団
体

【指標の定義（算式等）】 実績値

90 90

【指標の定義（算式等）】 実績値 87

目標値

　ホームページの更新や交流事業の継続によって、地域の子
育て支援の基盤づくりが推進される。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　子育て家庭に対して、タイムリーに、子育て情報を効果的に
提供するとともに、子育てサークルに情報交換の場を設けて、
地域における子育ての支援を図ることにより、育児への不安
感や負担感を軽減する効果がある。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
　ファミリーサポートセンターと合同で実施したことから、効率
化が図られた。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

2

■　法律の義務付けなし

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

―
　地域の子育て支援を支えていく基盤づくりの事業であり、少
子化の側面もあることから受益者負担はなじまない。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

公
平
性

目標値

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続

　保護者の諸事情に対応した子育て支援事業として、また、ＤＶ被害者に対するセーフ
ティーネットとしても活用できることから、今後も委託先の児童養護施設と十分協議しな
がら対応する。実施にあたっては家庭児童相談員・母子自立支援員・民生児童委員・保
育園・幼稚園・子育てサークルなどを通じて広報していく。

２ 次 評 価

ショートステイ利用　89日
緊急一時保護 　　　　2日
トワイライトステイ　　 7日

実績なし
（新型インフルエンザ流行
や児童養護施設の余裕枠
がなかったことによる。）

児童養護施設で一定期
間、児童等を養育保護

児童養護施設で一定期
間、児童等を養育保護

児童養護施設で一定期
間、児童等を養育保護

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

ソフト・ハード区分

２ 対　　象
①保護者の社会的理由等により療育の困難となった児童
②配偶者などの暴力により緊急保護を必要とする母及び児童（１歳未満を含む）

３ 目的と内容

　保護者の諸事情によって養育が困難になった場合や、配偶者等の暴力によって母及び児童の緊急保護を必要
とする場合、児童養護施設で児童等を一定期間養育保護することとし、その療育保護に係る費用の一部を助成す
る。
　養育期間　ショートステイ事業～７日以内　緊急一時保護～１日　トワイライトステイ事業～６ヶ月以内
　（トワイライトステイ事業については、平成２３年度より市内施設での対応が可能となった。）

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

（ショートステイ事業）
　・H18-7名利用（延べ74日間）　・H19-4名利用（延べ81日間）　・H20-3名利用（延べ85日間）
  ・H21-4名利用（延べ19日間） ・H22-実績なし
（緊急一時的な保護事業）
　・H18-1名利用　・H19実績無し　・H20-1名　・H21・22実績なし
（トワイライトステイ事業）
　・H18･19･20・21・22実績無し

2
3
年
度

　　事業費450千円（ショートステイ89日　431千円、緊急一時保護2日　3千円、 トワイライト7日　16千円）

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分 補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
児童福祉法第３４条の８
北広島市子育て支援短期利用事業実施要綱

事務事業開始年度 平成５年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画　後期行動計画〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

52 事務事業名 子育て支援短期利用事業 担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話 内線814



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

実績値

活
動
指
標

④ 目標値

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3 　所得に応じて負担金を設定しており、適正である。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
　保護者の事情等によって、家庭での養育が困難ｔなった場合
の子育て支援として有効な手段である。

　

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 　民間委託で実施しており、効率性に問題はない。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

　児童福祉法で市町村が行うことができる事業として規定され
ており、保護者の勤務形態の多様化やひとり親家庭の増加、
子育て家庭の育児疲れへの対応など市民ニーズに応えた子
育て支援事業である。、さらに育児疲れ等による精神不安を
背景とした児童虐待のリスク軽減策としても有効な事業であ
る。

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

100 100

【入所件数/入所申請数】 実績値 0

目標値

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

利用率（延利用日数） 目標値
％

0

利用率（入所申請数） 100

③　延利用日数 目標値
日

25

0 0
【延利用日数／１８歳未満人

口】
実績値 0

25

実績値 0

25

4

平成２４年度

実績値 0

9,530

4②　利用者 目標値
人

4

900 900

平成２５年度

①　１８歳未満人口 目標値
人

9,720

事
　
　
業
　
　
額

9,340

直接事業費

人　件　費

② 人　数（年間） 0.05

実績値 9,919

総事業費①＋④ 450

 ④ ＝②×③ 450 450 450 450

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

900

0.05 0.05 0.05

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

一般財源

 ① 合　計 0 450 450 450

その他特財 228 228 228

地方債

222

道支出金

国支出金 222 222

決算額、当初予算額又は推進計画額 0 450 450 450

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（単位：千円）



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

担当部署
保健福祉部　　地域
子育て支援センター

電話

事務事業開始年度 平成１９年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画後期行動計画

計画事
業番号

54 事務事業名 ファミリーサポートセンター事業 内線500

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
次世代育成支援対策推進法第４条
北広島市ファミリーサポートセンター事業実施要綱

〃  終了予定年度

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト 会計区分 一般 補助単独区分

章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

補助

平成22年度 平成23年度 平成24年度

ソフト・ハード区分

２ 対　　象
　ファミリーサポートセンター会員
　（地域で子育て支援を必要とする人と子育て支援できる人）

３ 目的と内容
　仕事と育児の両立、地域の子育て支援で児童福祉の向上を図ることを目的に、育児の援助を行いたい者と育児
の援助を受けたい者からなる会員組織「ファミリーサポートセンター」を運営し、会員のスキルアップ講習会などを
実施する。

１ 総合計画体系

1

計画 実績 ＊計画 ＊計画

平成25年度

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　①協力会員講習会実施（1回）
　②スキルアップ講習会実施（1回）
　③登録会員総会開催
　④登録会員交流会
　⑤会員登録受付
　⑥利用事前打ち合わせ

2
3
年
度

　  サブリーダー３名配置により
　　　　スキルアップ講習会年１回実施
　　　　協力会員講習会年１回実施
　　　　合同交流会年１回実施
　　　　会員登録受付
　　　　利用事前打ち合わせ

＊計画

子育てサポーター講習会
の開催
協力会員スキルアップ講
習会の開催
合同交流会の開催

子育てサポーター講習会
　　　　　　　　9名の参加
協力会員スキルアップ講
習会　　　  7名の参加
合同交流会
　　　　　　　104名の参加

子育てサポーター講習
会の開催
協力会員スキルアップ
講習会の開催
合同交流会の開催

子育てサポーター講習
会の開催
協力会員スキルアップ
講習会の開催
合同交流会の開催

子育てサポーター講習
会の開催
協力会員スキルアップ
講習会の開催
合同交流会の開催

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　子育てしずらい社会において、次世代を担う子どもの健やかな成長を促すためには、
保育サービスの選択肢を増やし、子育て家庭の負担や軽減を図ることが重要なことから
今後も継続する。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

3,118 3,118決算額、当初予算額又は推進計画額 3,116 3,118

平成２５年度平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

1,400

道支出金

国支出金 1,000 1,400 1,400

その他特財 60 30 30 30

地方債

1,688

 ① 合　計 3,116 3,118 3,118 3,118

一般財源 2,056 1,688 1,688

9,000

9,000 9,000 9,000

1.00 1.00 1.00

9,000 9,000 9,000

指　　　　標　　　　名 単位

総事業費①＋④

平成２２年度

人　件　費

② 人　数（年間） 1.00

 ④ ＝②×③ 9,000

③ 1人当り年間平均人件費

69①協力会員 目標値

平成２３年度

12,118

事
　
　
業
　
　
額

活
動
指
標

直接事業費

実績値 287

実績値

81

59

437

人

387

12,118

平成２５年度

12,116

平成２４年度

75

700

8.6

②利用会員

12,118

目標値
人

337

700

9.3

3025 35

10

700

実績値 14.6

件

件
目標値

④利用延べ件数 目標値

実績値

実績値 20

863

【指標の定義（算式等）】

25.1

③両方会員 目標値
人

目標値 24.5

実績値 25.7
％

目標値

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】 実績値

平成２２年度における評価　（現状と課題）

協力会員一人充実度 25.9

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

―

3

　少子化・核家族化及び親の就業形態の多様化により、多様
な保育ニーズが増えている。保育園・幼稚園・学童クラブなど
の時間外保育を補完し、安心して子どもを産み育てていく環境
は整備されたととらえる。

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

チ ェ ッ ク 項 目 評点

成
果
指
標

協力会員一人当り活動件数

　協力会員の増加は少ないが、協力会員の協力を得て、年々
増加する利用会員のニーズに対しては充分対応できている。

　当市は直営で非常勤１名体制で実施しているが、子育て支
援センター職員も協力しているため業務が遂行されている。利
用延べ件数及び利用会員の増加も見られるので、先の見通し
を考えると人的には不安を感じている。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

効
率
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

■

　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

3

  児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援
助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、
調整を行うものであり、受益者負担はなじまない。

2

民間等での実施または市民等との協働が可能である。【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

□

評点区分

公
平
性

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

有
効
性



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状維持

２ 次 評 価

＊計画

対象施設　５施設
定員３０５名
保育実施児童数見込み
延べ４，２４０人/年

対象施設　５施設
定員３０５名
保育実施児童数見込み
延べ４，５３０人/年

対象施設　６施設
定員３９０名
保育実施児童数見込み
延べ５，０４２人/年

私立認可保育園の運営
法人に運営費を支援
６施設　延べ４，９４１人/
年※少子化から２％減を
見込み

私立認可保育園の運営
法人に運営費を支援
６施設　延べ４，８４２人/
年※少子化から２％減を
見込み

保育の実施義務のある市町村（児童福祉法第２４条）に代わって民間法人が認可保育
園を運営するための運営費支弁であり、現状維持が妥当。

計画 実績 ＊計画 ＊計画

平成22年度 平成23年度 平成24年度

3

平成25年度

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

対象施設　６施設
　H20年度 市内保育園初日延べ児童数7945名 ～ うち私立保育園4099名 51.6%
　H21年度 市内保育園初日延べ児童数8186名 ～ うち私立保育園4259名 52.0%
　H22年度 市内保育園初日延べ児童数8324名 ～ うち私立保育園4530名 54.4%

2
3
年
度

対象施設　６施設　　定員３９０名　(平成２３年大谷むつみ保育園が新設）
※大谷むつみ保育園（新規）６０名、はだかんぼ保育園１５名増、大曲いちい保育園１０名増
私立保育園保育実施児童数見込み　延べ５，０４２人/年

一般ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　私立認可保育園５園（西の里きらきら・はだかんぼ・大曲いちい・大地太陽森の家・大曲はだかんぼ）

３ 目的と内容
　民間法人が保育の実施義務（児童福祉法第２４条）のある市町村に代わって認可保育施設を運営するための児
童福祉法の基準に基づき支弁する。　　（支弁額　基準額の1/2国・1/4道・1/4市）

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

〃  終了予定年度

節） 子育て支援の充実

補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト事業 会計区分 補助単独区分

事務区分 □自治事務　■法定受託事務 根拠法令等 児童福祉法第51条

事務事業開始年度 Ｓ５５年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画後期行動計画

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

担当部署
保健福祉部 児童家庭

課
電話

計画事
業番号

56 事務事業名 私立認可保育園運営費支弁事業



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

活
動
指
標

④ 目標値

実績値

見込み

実績値

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3 市が定める徴収基準額により負担している。

評点区分

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3 私立認可保育園５園はすべて定員を超える入所状況にある。

効
率
性

3
保育需要にできるだけ応える形で保育の実施を行っており、
私立保育園も市の姿勢に沿った運営に協力している。

目標値

総事業費/毎月初日児童数計 実績値 86.0

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
国の基準に基づき実施し、私立保育園の安定経営に寄与して
いる。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

入所率
％

実績値

園児１人あたり支弁額

見込み

81.8見込み 千
円

81.3 81.5

③ 目標値

105.6% 103.5%

毎月初日児童数計/施設定員計 123.8%実績値

107.7%

実績値

平成２４年度

実績値

4,9415,042 4,842

② 目標値

人
4,530

総事業費①＋④ 389,675 412,250 401,506 394,590

平成２５年度

①毎月初日入所児童数計
Ｈ２４年以降は３％減を見込み

平成２３年度

② 人　数（年間） 0.20

 ④ ＝②×③

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度

1,800

③ 1人当り年間平均人件費 9,000

1,800 1,800 1,800

0.20 0.20 0.20

9,000 9,000 9,000

127,656

 ① 合　計 387,875 410,450 399,706 392,790

一般財源 120,892 134,655 129,905

その他特財 82,364 88,033 83,938 82,486

地方債

121,765

道支出金 61,468 62,587 61,954 60,883

国支出金 123,151 125,175 123,909

392,790

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

決算額、当初予算額又は推進計画額 387,875 410,450 399,706

（単位：千円）



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　地区における適切な保育園の配置（保育の場の提供）、保育の質の確保等に寄与して
おり、国の新システムが構築されるまでは現状維持が妥当。

２ 次 評 価

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

56 事務事業名 私立認可保育園運営費支援事業 担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話 内線801

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
北広島市社会福祉法人の助成に関する条例
北広島市社会福祉施設運営費補助要綱

事務事業開始年度 平成１０年

個別計画等〃  終了予定年度

補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　私立認可保育園５園（西の里きらきら・はだかんぼ・大曲いちい・大地太陽森の家・大曲はだかんぼ）

３ 目的と内容
　私立認可保育園の安定経営を支援し児童の良好な保育環境を確保するため、私立認可保育園に国の特別保
育事業に対する補助及び市単独の補助をする。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　○特別保育事業補助項目～乳児保育・障がい児保育・保育所地域活動・地域子育て支援センター・次世代育成
交付金事業（延長保育事業）
　○市単独補助項目～保育士加配人件費・日本スポーツ振興センター負担金補助・牛乳支給代金補助・園児減少
運営費補助・障がい児保育人件費・調理補助人件費補助・職員駐車場用地借上補助

2
3
年
度

○特別保育事業補助項目～乳児保育・障がい児保育・保育所地域活動・地域子育て支援センター・次世代育成交
付金事業（延長保育事業）
　○市単独補助項目～保育士加配人件費・日本スポーツ振興センター負担金補助・牛乳支給代金補助・園児減少
運営費補助・障がい児保育人件費・調理補助人件費補助・職員駐車場用地借上補助
※新たに大谷むつみ保育園を認可保育園として追加

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

私立認可保育園５園に国
の特別保育事業補助及び
市単独を実施
当初交付額　64,551,000円

私立認可保育園５園に国
の特別保育事業補助及び
市単独を実施
精算額　66,393,000円

私立認可保育園６園に
国の特別保育事業補助
及び市単独を実施（今年
度から大谷むつみ保育
園追加）　　当初交付額
84,201,000円

私立認可保育園６園に
国の特別保育事業補助
及び市単独事業を実施

私立認可保育園６園に
国の特別保育事業補助
及び市単独事業を実施

前 年 度
２次評価

拡大重点化 　　来年度より１園増（(仮称)大曲大谷保育園開園予定）により拡大重点化とする。

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画については、推進計画の計画内容を記入してください。）

総合判定 平成24年度に向けた具体的な方向性
評価区分



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

3,300 3,300 3,300

3,085

見込み
人

実績値

②障がい児保育延べ人数

③延長保育実施保育園数 見込み
園

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

（単位：千円）

84,201

8,240

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

決算額、当初予算額又は推進計画額 66,393 84,201 84,201

20,695道支出金 16,887 20,695 20,695

国支出金 6,133 8,240 8,240

その他特財

地方債

55,266

 ① 合　計 66,393 84,201 84,201 84,201

一般財源 43,373 55,266 55,266

0.15 0.15 0.15

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

② 人　数（年間） 0.15

1,350

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

 ④ ＝②×③ 1,350 1,350 1,350

実績値 498

総事業費①＋④ 67,743 85,551 85,551 85,551

平成２５年度

①乳児保育延べ人数

48

見込み
人

440 440

48見込み
人

平成２４年度

実績値 48

440

48

66 6

185 185

事業額（上記）÷初日児童数 実績値 185

実績値 5

チ ェ ッ ク 項 目 評点

実績値 17

活
動
指
標

④延長保育延べ利用数

平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

園児1人あたり年間経費 見込み 千
円

185

各園事業費に占める補助金の割
合 17

補助金総額÷５園総事業費

1717見込み
％

見込み

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
地域におけるバランスの良い保育や充実したサービスの提供
を継続していくために必要な事業である。

実績値

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
市独自の保育士配置基準の尊守、保護者の就労形態への対
応等、有効性は確保されている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
認可保育園の安定した運営及び保育内容の充実を図るため
に効果的である。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

■　法律の義務付けなし

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3 所得に応じた保育料が設定されている。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■



％ ％ ％

％ ％ ％21 23 24

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

人件費・事務費・事
業費・支援センター
事業費

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、職員駐車場借上に対して補助

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ）

7,920

0

（Ｄ） 91,301

（Ａ）÷（Ｃ）

82,638

4,835

支　　出

人件費

7,920

その他 3,001

固定資産取得費

施設整備等積立金 0 9,000

115,175

91,698

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

1818

95,393

地域子育て支援センター事業費 8,002

支　出　合　計 （Ｃ） 105,695

5,639

0

人件費・事務費・事
業費・支援センター
事業費

21

人件費・事務費・事
業費・支援センター
事業費

13,269

115,175

事業費 10,063 11,095

13,492

9183,391

12,850

105,695収　入　合　計 （Ｂ）

0歳児から就学児童までの乳幼児を対象に保護者が仕事やその他の理由で保育に欠ける子どもの
幸せを願って、保育の専門家による心身共に健やかで豊かな人間性を持った児童の育成

2,322

9,623

事務費

95,393

【交付先団体等の決算･予算の状況】

□事業費のみに充当

区　　　　分 ２３年度 (予算)

（23年3月末現在）

72,854

（単位：千円）

その他 3,138

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・障がい児保育
・地域子育て支援センター（すくすく広場、子育て相談など)
・一時保育　他

□市役所にある

■運営費・事業費の双方に充当

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 19,545 20,955

運営費

施設整備基金取り崩し

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

＜継続用＞

67,746 59,74667,753

２1年度 (決算) ２２年度 (決算)

20,217

2,888

83,012 91,332

設立年

整理番号

昭和５１年
交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人札幌厚生会　西の里きらきら保育園　園長　高橋　静恵

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

５６－１

 構成員(団体)数

 交付先団体等の
 活動目的

□運営費のみに充当

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある

職員数　16人

補助金等の充当
状況（22年度）

【交付先団体等の概要】



％ ％ ％

％ ％ ％

交付先の名称
及び代表者名

私立認可保育園運営費補助金

【交付先団体等の概要】

整理番号 ５６－２

社会福祉法人広島未来の会　はだかんぼ保育園　園長　山根　仁美 設立年 平成６年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

補助金･交付金名

＜継続用＞

□市役所にある

職員数　16人 構成員(団体)数

事務局の状況
（22年度）

（23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

子育ての環境の変化による社会需要に応えるべく、乳児保育の実施、開所時間の延長、障がい児
の受入れなどを積極的に実施し、保育内容の充実を図り、子どもにも保護者にも、よりよい環境
づくりの充実を図る。

・延長保育（午後6時～午後7時）
・障がい児保育
・すくすく広場（地域子育て支援）
・育児相談　他

 交付先団体等の
 活動内容

63,633

■運営費・事業費の双方に充当

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 8,888

0

□事業費のみに充当

8,919 9,331

（単位：千円）

区　　　　分 ２1年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

運営費 66,145 75,757

借入金

■補助団体にある

【交付先団体等の決算･予算の状況】

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当

5,971

41,690

5,210

3,000

1,696

人件費 53,815

収　入　合　計 （Ｂ） 76,608

60,548 60,195

償還金支出 1,000

施設整備補助金

積立金取崩収入

0

1,641

事業費 9,670 8,833

その他 1,575

0 12,800

147,376 74,660

1,000

63,276

6,853

147,376 74,660

3,000

支　　出
443

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

269その他

0

基金積立 3,500

固定資産取得

事務費 8,180 10,450

12 11 13

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

支　出　合　計 （Ｃ） 76,608

00

（Ａ）÷（Ｃ）
1212 6

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、保育の質を高める研修事業

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ）

（Ｄ）

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

71,665 79,831 73,019

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費



％ ％ ％

％ ％ ％

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、保育の質を高める研修事業

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 21 19

（Ｄ）

#DIV/0!

8,000

68,234 77,654

10 14
 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

（Ａ）÷（Ｃ）
16

その他 4,255

86,701支　出　合　計 （Ｃ）

固定資産取得費 4,961

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・事
業費・支援センター
事業費

人件費・事務費・事
業費・支援センター
事業費

人件費・事務費・事
業費・支援センター
事業費

支　　出

繰 越 金

積立金等 7,438

事業費

0

41,816

0

55,398

12,026

104,043

480

3,014

11,015

1,852

2,000

140,337

15,070

62,074

86,701

11,043

104,043

10,230 10,362

人件費

事務費

償還金支出

7,228

51,031

9,975

1,813

収　入　合　計 （Ｂ）

借入金

施設整備補助金

14,000

25,875

0

0収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ）

140,337

0

86,096

14,193

運営費

6,335その他

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当
補助金等の充当
状況（22年度）

２1年度 (決算) ２２年度 (決算)

69,416

3,092

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

□市役所にある

■運営費・事業費の双方に充当

 交付先団体等の
 活動目的

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・障がい児保育
・すくすく広場
・地域子育て支援センター（みんなの広場、園開放、電話相談）　　他

区　　　　分

14,49414,366

２３年度 (予算)

83,214

特別保育事業として子育て支援センターや延長保育、障がい児保育を実施、子育てをしながら安
心して働くことのできる環境整備の充実を図る。
設立の理念「自然から学ぶ」保育目標「やさしく　たくましく　心ゆたかに」

＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 ５６－３

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

平成１２年

職員数　　14人 （23年3月末現在）

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人水の会　大曲いちい保育園　園長　萬寿　壮三 設立年

 構成員(団体)数



％ ％ ％

％ ％ ％

交付先の名称
及び代表者名

私立認可保育園運営費補助金

【交付先団体等の概要】

整理番号 ５６－４

学校法人坂本学園　大地太陽森の家保育園　理事長　坂本　行正 設立年 平成１８年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

補助金･交付金名

＜継続用＞

□市役所にある

職員数　6人 構成員(団体)数

事務局の状況
（22年度）

（23年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

子どもたちの将来を見通した保育、自分で生きていく上で大切な力を身につけていく保育を方針
として、子どもを一人の人間として、出来るだけ一人ずつの権利を認める保育を心掛け、いつも
子どもが意欲的、自発的に関わるような環境を用意し、子どもの主体性を大切にしていく。

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・すくすく広場

 交付先団体等の
 活動内容

37,270

■運営費・事業費の双方に充当

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 8,049

365

□事業費のみに充当

8,075 8,030

（単位：千円）

区　　　　分 ２1年度 (決算) ２２年度 (決算) ２３年度 (予算)

運営費 42,681 41,628

その他

■補助団体にある

【交付先団体等の決算･予算の状況】

補助金等の充当
状況（22年度）

□運営費のみに充当

9,290

5001,881

人件費 28,725

収　入　合　計 （Ｂ） 51,095

26,883 29,000

その他 1,455

事業費 7,657 9,382

51,584 45,800

2,395

7,510

51,584 45,800

支　　出
3,629

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

2,349固定資産取得

事務費 9,629 10,575

17 17 18

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

支　出　合　計 （Ｃ） 51,095

00

（Ａ）÷（Ｃ）
1816 16

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、調理人人件費、特
別保育事業、保育の質を高める研修事業

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ）

（Ｄ）

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

46,011 46,840 45,800

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費



％ ％ ％

％ ％ ％

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、保育の質を高める研修事業、駐車場借り上げ

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 15 13

（Ｄ）

14

1,500

95,942 107,012 99,260

13 14
 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

（Ａ）÷（Ｃ）
13

110,501支　出　合　計 （Ｃ）

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費

支　　出

繰 越 金

基金積立 5,000

事業費

0 0

81,072

13,489

99,260108,512

73,000

110,501

13,281

99,260

12,451 12,979

人件費

事務費

その他

13,546

77,701

14,143

111

収　入　合　計 （Ｂ）

その他 1,371 1,2071,786収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ）

108,512

0

93,063

14,561

運営費

寄付金等

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当
補助金等の充当
状況（22年度）

２1年度 (決算) ２２年度 (決算)

94,154

0

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

□市役所にある

■運営費・事業費の双方に充当

 交付先団体等の
 活動目的

事務局の状況
（22年度）

■補助団体にある

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午前7時～午前7時30分、午後6時30分～午後7時）
・障がい児保育
・すくすく広場（地域子育て支援）
・子ども発達支援センター交流保育、世代間（高齢者）交流　他

区　　　　分

13,76714,078

２３年度 (予算)

84,286

子育ての環境の変化による社会需要に応えるべく、乳児保育の実施、開所時間の延長、障がい児
の受入れなどを積極的に実施し、保育内容の充実を図り、子どもにも保護者にも、よりよい環境
づくりの充実を図る。

＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 ５６－５

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

平成２０年

職員数　16人 （23年3月末現在）

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人広島未来の会　大曲はだかんぼ保育園　園長　高橋　正子 設立年

 構成員(団体)数



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状維持
　ほぼ毎日の利用があり、利用者のニーズに適合した事業である。利用料についても他
市町村と比較して妥当な金額である。

２ 次 評 価

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

57 事務事業名 市立保育園一時預かり事業 担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話 内線801

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 　北広島市一時保育事業実施要綱

事務事業開始年度 平成１５年

個別計画等 　次世代育成支援対策推進行動計画　後期行動計画〃  終了予定年度

補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分

　同上を継続
　※さらに平成２３年度からは休日保育事業を開始（就労のため保育に欠ける世帯を対象）

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

＊計画

ソフト・ハード区分

２ 対　　象
　児童福祉法第２４条の規定による一般的保育の対象とならない児童のうち、一時保育を必要とする１歳６ヶ月か
らの就学前児童及び児童の世帯

３ 目的と内容
　保護者の急病、家族の看護、育児疲れなどによる一時的な保育需要に対応することにより、地域の子育て支援
の充実を図るため、保育園において一時保育を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

平成15年6月から市立すみれ保育園で実施
　①非定期型保育サービス事業（保護者の短時間・不定期勤務に対応する保育）
　②緊急保育サービス事業（保護者の疾病・入院等に対応する保育）
　③私的理由保育サービス事業（趣味やリフレッシュなど私的理由に対応する保育）

2
3
年
度

計画 実績 ＊計画 ＊計画

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

一時保育の実施８００名
（見込み）

一時保育の実施８０１名
（実績）

一時保育の実施７５０名
（見込み）
休日保育の実施２６４名
（見込み）

一時保育の実施
休日保育の実施

一時保育の実施
休日保育の実施

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

目標値

実績値

②

③ 目標値

平成２５年度

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

6,343

790

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

決算額、当初予算額又は推進計画額 3,419 6,343 6,343

国支出金 1,106 790 790

道支出金

その他特財 1,206 2,244 2,244 2,244

地方債

3,309

 ① 合　計 3,419 6,343 6,343 6,343

一般財源 1,107 3,309 3,309

0.30 0.30 0.30

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

② 人　数（年間） 0.30

2,700

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

 ④ ＝②×③ 2,700 2,700 2,700

実績値 801

総事業費①＋④ 6,119 9,043 9,043 9,043

平成２５年度

年間延べ利用児童数 見込み
人

1,014 1,014

目標値

平成２４年度

実績値

1,014

8,918 8,918

総事業費/年間延べ利用件数 実績値 7,639

実績値

チ ェ ッ ク 項 目 評点

実績値

活
動
指
標

④

平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

利用１件当たりの経費 見込み
円

8,918

目標値

実績値

目標値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3 需要実績からみて妥当である。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3 毎年延べ８００名程の利用があり、有効である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 利用１件あたりのコストから勘案して効率的といえる。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3 他市町村と比較しても妥当な金額である。

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

■　法律の義務付けなし



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

計画事
業番号

60 事務事業名 保育園民営化・活性化事業 内線８０１

平成２５年

平成２２年

個別計画等 　北広島市行財政構造改革大綱〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等

事務事業開始年度

ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分

子育て支援の充実

単独 新規継続区分 継続ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　公立保育園3園のうち1園を民営化。

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

1 子育て環境の充実

節）

＊計画

3

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　民営化に向けた検討

2
3
年
度

　民営化実施年度目標（平成25年4月）に向け、平成24年度より運営法人検討委員会を組織する。募集条件、評価
基準等を整備し、募集事務を平成23年度末までに実施。

３ 目的と内容 　運営法人検討委員会を組織し公立保育園の民営化の実施に向け検討を行い、市立保育園１園を民営化する。

計画 実績 ＊計画 ＊計画

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

民営化に向けた検討 民営化に向けた検討 国のワーキングチーム
が検討中の子育て新シ
ステム・幼保一元化の動
きと連携して対処する。

募集条件、評価基準等
を整備
対象施設の検討

運営法人検討委員会を
組織

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

　効率化や保育ニーズの多様化に対応するため、民営化は進めるべきである。

前 年 度
２次評価

現状継続 　　民営化実施保育園の検討を行う事業である。
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状維持

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

0

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

決算額、当初予算額又は推進計画額 0 0 6,100

道支出金

国支出金

その他特財

地方債

 ① 合　計 0 0 6,100 0

一般財源 6,100

90 1,800 90

0.01 0.20 0.01

9,000 9,000 9,000人　件　費

② 人　数（年間） 0.01

 ④ ＝②×③ 90

③ 1人当り年間平均人件費 9,000

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

総事業費①＋④ 90 90

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

目標値
-

実績値

90

平成２５年度平成２４年度

7,900

実績値
成
果
指
標

民営化の実施 目標値
-

実績値

目標値

実績値

目標値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3 行財政改革の指針に合致している。

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 人件費を中心に保育所運営経費が圧縮される。

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 該当なし

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

3 公立保育園１園の民営化。

□　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

活
動
指
標

④ 目標値

③法人の確定 目標値
-

実績値

①対象施設の確定

②運営法人検討委員会の設置

実績値

目標値
-

実績値



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

61 事務事業名 子ども手当支給事業 担当部署
保健福祉部
児童家庭課

電話 内線802

事務区分 □自治事務　■法定受託事務 根拠法令等 平成２２年度等における子ども手当の支給に関する法律

事務事業開始年度 平成２２年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画後期行動計画〃  終了予定年度

２ 対　　象
　日本国内に住所を有し、満15歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にある子どもを監護し、一定の生計
関係にある者

３ 目的と内容
　次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するため、支給要件に該当する子どもを養育している親に子ど
も手当を支給する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　平成２２年４月から子ども手当として中学校修了前児童を養育している保護者に対して児童1人当たり月額１３，
０００円を支給する（所得制限なし）。
　支給月　　６月（４、５月分）・１０月（６～９月分）・２月（１０～１月分）

2
3
年
度

　平成２２年度に実施した子ども手当制度を平成２３年９月まで継続して実施。
　中学校修了前児童を養育している保護者に対して児童一人当たり月額１３，０００円を支給する。
　支給月　　平成２３年６月（２～５月分）・１０月（６～９月分）
　１０月以降の制度については未定。

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

3 節） 子育て支援の充実

ソフト事業 会計区分 一般 補助単独区分 補助

1 子育て環境の充実

新規継続区分 継続ソフト・ハード区分

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

計画 実績 ＊計画 ＊計画 ＊計画

子ども手当制度の開始
０歳から中学校修了前の
児童１人につき月額１３，０
００円を保護者に支給。

平成23年2月末現在受給
者数
4,336人

０歳～３歳未満の児童１
人につき月額２万円、３
歳～中学校修了前児童
１人につき月額１３，００
０円を保護者に支給。

同左 同左

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

現状継続 　現状継続とする。
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続 　国の制度に基づいて事業を実施しており、現状継続とする。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

決算額、当初予算額又は推進計画額 914,085 1,148,724 1,148,724 1,148,724

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

916,701

道支出金 96,902 115,468 115,468 115,468

国支出金 721,380 916,701 916,701

その他特財

地方債

1.00 1.00 1.00

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

一般財源 95,803 116,555 116,555 116,555

 ① 合　計 914,085 1,148,724 1,148,724 1,148,724

 ④ ＝②×③ 9,000 9,000 9,000 9,000

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

1,157,724

②受給世帯数（２月期） 目標値 4,300 4,300

1,157,724 1,157,724

平成２５年度

①受給対象となる児童の数 目標値 7,282 6,923

事
　
　
業
　
　
額

6,923

直接事業費

人　件　費

② 人　数（年間） 1.00

実績値 7,103

総事業費①＋④ 923,085

4,300

平成２４年度

実績値 4,336

6,923

4,300

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

受給率 目標値 16.67 16.67 16.67 16.67

【受給世帯数/市内世帯数】 実績値 16.7

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

対象者全員（公務員を除く）への支給を目標とし、出生時、転
入時の認定請求漏れがないよう、周知文の配布を行うほか、
広報やホームページでも制度等の周知をしている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 国の事務手続きに沿って事務を行っている。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3
国の子育て支援政策として、法律により推し進められている事
業である。

活
動
指
標

④ 目標値

③２月末世帯数 目標値

実績値 25,970

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

実績値

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 手当の支給であることから、受益者負担は生じない。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

担当部署
保健福祉部　　地域
子育て支援センター

電話
計画事
業番号

62 事務事業名 地域子育て支援センター運営事業 内線500

補助単独区分

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市地域子育て支援センター条例

事務事業開始年度 平成２２年

個別計画等 北広島市次世代育成支援対策推進行動計画後期行動計画〃  終了予定年度

３ 目的と内容

　家庭の孤立化を防ぎ、子育てに関する不安感や負担感の軽減を図るため、子育て中の保護者を支援し、親子の
触れ合いの 場と親同士の情報交換の場を提供する。
　子育て中の保護者同士の出会いとつながりを大切にし、地域の子育て仲間と楽しく子育てに取り組めるように支
援する。

１ 総合計画体系

1 章） 支えあい健やかに暮らせるまち

節） 子育て支援の充実

1 子育て環境の充実

3

ソフト・ハード区分

２ 対　　象 　０歳児から就学前までの乳幼児と保護者

補助 新規継続区分 継続ソフト事業 会計区分 一般

平成25年度

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　みんなの広場：(活動室の開放、親子遊びの紹介、親同士の情報交換・子育て相談)　月～土曜日
　親子にこにこ広場：(３ケ月～９ケ月の乳児と母親対象「ぴよぴよ」、１０ケ月～１歳半の乳幼児と母親対象「とこと
こ」)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～年２４
回
　子育て講座：(親子で楽しめる物・母親がリフレッシュできる物・パパと遊ぼう)　～年１２回実施
　子育て支援ランド：(大曲いちい・西の里きらきら・あいあい３か所の合同事業)～イベント年１回

2
3
年
度

　同　　上

平成22年度 平成23年度 平成24年度

みんなの広場の開催
親子にこにこ広場の開催
子育て講座の実施
子育て支援ランドの開催
子育てサークルへの支援
子育て相談の実施

子4,335人　親3,447人
ぴよぴよ140人　とことこ119人
子育て講座　　151人
子育て支援ランド　　241人

電話相談～2件
来館相談～145件

みんなの広場の開催
親子にこにこ広場の開
催
子育て講座の実施
子育て支援ランドの開催
子育てサークルへの支
援
子育て相談の実施

みんなの広場の開催
親子にこにこ広場の開
催
子育て講座の実施
子育て支援ランドの開催
子育てサークルへの支
援
子育て相談の実施

みんなの広場の開催
親子にこにこ広場の開
催
子育て講座の実施
子育て支援ランドの開催
子育てサークルへの支
援
子育て相談の実施

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

＊計画計画 実績 ＊計画 ＊計画

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価 現状継続
　一年間の利用来館者は予想を上回る実績数になったが、限られた活動スペースや子
どもの年齢幅もある中で、いかに親子の満足度を高められるかが今後の課題でもある。
引き続き来館者のニーズを見極めながら事業を行っていく。

２ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

13,371 13,371決算額、当初予算額又は推進計画額 12,412 13,371

平成２５年度

3,960

道支出金 4,000 4,000 4,000

国支出金 7,951 3,960 3,960

その他特財

地方債

5,411

 ① 合　計 13,371 13,371 13,371

一般財源 4,461 5,411 5,411

12,412

18,000 18,000

2.00 2.00 2.00

9,000 9,000 9,000

18,000

③ 1人当り年間平均人件費 9,000

総事業費①＋④ 30,412

18,000

事
　
　
業
　
　
額

活
動
指
標

100

直接事業費

人　件　費

② 人　数（年間） 2.00

 ④ ＝②×③

指　　　　標　　　　名

②親子にこにこ広場

31,371 31,371

平成２５年度

①みんなの広場 目標値

目標値
人

平成２３年度

31,371

6,000 8,000 8,000

250

8,000

240 250 250

実績値

120

実績値 7,782

140

実績値 151

平成２４年度

実績値 259

人

単位 平成２２年度

140

15 15

120 120

組
15

13

【指標の定義（算式等）】

③子育て講座 目標値
人

１日当りの利用組数 目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

130 140

④子育て相談 目標値
件

145

目標値

実績値

3
　子育て中の親同士の出会いとつながりを大切にし、地域の
子育て仲間と楽しく子育てを推進することに寄与している。

評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

【指標の定義（算式等）】 実績値

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

　市内の私立保育園２園や管内の市町村でも利用者負担なし
で実施しており、地域バランスを考慮して実施している。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

3
　オープンから一年間の利用状況は予想を上回るもので、地
域全体で子育てを支援する基盤が形成され、実施方法は有効
である。

効
率
性

2
　アンケート結果や利用者のニーズに応えるのに改善が必
要。新年度から新規事業や事業拡大の取り組みをしていくに
は現状の人員体制では厳しい。

チ ェ ッ ク 項 目

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

公
平
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

―
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